From Competition to Collaboration : A History of Workers Voice after the Second World War : Tough Toyota Dispute in 1950 and After (4) by 小池 和男










 法政大学経営学会 経営志林 抜刷
第49巻 第 3 号 2012年10月 
対抗から共働へ ― 戦後労働史 
トヨタ1950年争議とその後 (4) 
 
小 池 和 男 
 
経営志林 第49巻 3 号 2012年10月  59 
 
〔研究ノート〕 
対抗から共働へ ― 戦後労働史 
トヨタ1950年争議とその後 (4) 
小 池 和 男 
第 5 章 海外への進出 
1 . 第二次大戦前の海外進出 
日本企業は内向きか 


























































う｡ それはまさに創業者, 豊田佐吉の発意であり, 
かれの発明心と通底する進取の気象の表れと考
えるほかあるまい｡ その日本紡績業の中国進出
についてはすでに他に記した (小池 ［2008］ 第 2 
章 2 節)｡ ここではこれ以上立ち入らない｡ 















工場を稼働した｡ 天津工場は 5 万平方メートル












場関係では北京, 青島, 太原, 徐州, 石家荘, 
張家口, 済南など 7 ,  8 か所, 上海工場関係では














記す (p.189)｡ それゆえ, 1937年 8 月の創業早々中
国での組立工場建設の方針をきめたのであろう｡ 

















省 (いまの経済産業省) が当時大手のこの 3 社にほ








た｡ だが, 工場の竣工は1940年になった｡ それ
までの満州への輸出は日本フォードに委託した
にすぎない｡ 自前のノックダウン工場はトヨタ
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比較 
以上を概観すれば,  3 社とも海外進出に熱心
であったことがわかるであろう｡ そのうえで, 
大手の他の 2 社にくらべ, トヨタが海外進出に
より積極的であったことは明瞭であろう｡ 組立
工場の竣工が 2 ,  3 年早い｡ 組立工場の建設に
はかなりの期間がかかり, トヨタの決断はまこ
とに早かった｡ このトヨタの積極性にはおそら





















から一本であった｡ そして 8 年前の1933年から
苦心しながら自動車の製造にのりだしていた｡ 


































































































同時に, メルセデス・ベンツ, BMW, ボルボと
つづく｡ はるかおくれて92年韓国メーカーも加























える｡ ほかに米フォード 8 ％, 米GM  6 ％, その他
は 3 ％にすぎない (｢週刊東洋経済｣ 2012年 5 月12
日号, p.55. トヨタ自動車研究所調べ)｡ つまりきわ
めて長い間日本車の優位は維持されている｡ 
日本車メーカーのなかでは, トップは依然ト
ヨタで26％, ついで三菱15％, 日産 9 ％, 本田 
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めす｡ 販売会社はのぞき, 部品メーカーも掲げ
ない｡ 雇用人数, うち日本人派遣者数, 創業年
次, 株の持ち分を掲げる｡ 毎年の資料はあるが, 
やや大まかに1976年, 86年, アジア危機前の
1994年, そして現時点に近い2010年の 4 時点で
みる｡ 表 5 － 1 である｡ 
 
表 5 － 1 タイへの日本自動車企業の進出 
  株の持ち分 (％)  従業員数 (人) 派遣社員数 (人) 
トヨタ           
2010 86.1  ＊12,824＋  ？  
1994 59.6％  2,800  21  
1986   1,283  21  創業 1962 
1976 82 (自工41, 自販41) 806  ？  
日産     
2010 75   1,339  ？  
1994 25 おもに SiamMotor 2,600  20  
1986 同上 ？   創業 1962 
1976 Siam Motor ？   
ホンダ     
2010 89   3,555  ？  
1994 60   460  3  
1986 60   430  ？  創業 1977 
1976 60   51  3  
三菱自動車     
2010 100   2,988  48  
1994 48 現地 52 1,746  20  
1986 46.7  293   創業 1964 
1976 ？      
いすず     
2010 64.4  2,252  ？  
1994 47.9 現地 52.1 1,808  14  
1986      創業 1966 
1976 42.5 三菱 46.5 700  6  
日野     
2010 71 三井物産 20 907  13  
1994 35 三井物産 35 783  15  
1986 48.7  787  23  創業 1964 
1976 35 三井物産 35 200   
マツダ     
2010 50 Ford 50 2,841  72  
1994 40   1,024  12  創業 1975 
1986 50.6  318  5  
出所： 東洋経済 ｢海外進出企業総覧｣ 各年 




る｡ 創業とは会社設立の年次で操業開始ではないようだ｡ 創業年以外は, 東洋経済の各年
の表記をそのまま記した｡ 1994年版をとったのは, その後の再編成による創業年の差異を
なるべくさけようとしたからである｡ 
4) 記載は各自動車製造企業の本体にとどまる｡ 販売会社, 部品メーカーなどいろいろの形
があるけれど, それらは小規模ゆえにここに記載しなかった｡ 
5) スズキは 2 輪なのでこの表にのせなかった｡ 
6) この期間, 会社の再編などがあった｡ たとえばマツダが Ford と提携し Auto Alliance とい
う会社をつくったなどである｡ 
 

















った｡ 94年段階で 2 つの企業が1,000人をこえ
るけれど, 株の持ち分はそれぞれ25％にすぎな








であった｡ ただし, ホンダは 2 輪車での進出が
めざましかった｡ 海外の地では, 株の過半をも
たなくてはその本来の仕事方式を徹底できまい｡ 






段階でも, トヨタは2,800名, 派遣社員21名, つ
づく日産は2,600名であったが, さきに記した
ように株の 4 分の 3 はタイ側がにぎっていた｡ 
いすゞは1,808名, 派遣14名, ついで三菱, 1,746











く｡ タイトヨタ本体の工場だけで 1 万 3 千, つ








場を運用してきた｡ ただし, 手狭で, バンコッ
クから東ほぼ70 km の地の, 広大な工業団地の
なかに, とりわけ広い, じつに100万平方 m と
いう広大な敷地をもつ乗用車専用工場をつくっ

































































表 5 － 2 である｡ タイにくらべ進出時期が遅い
分, 1990年版から10年おきにみていく｡ 
まず進出時期をみる｡ タイとは異なり, もっ
とも早いのはトヨタではなく, ホンダである｡  





からである｡ とりわけホンダは 2 輪車がまず進
出する｡ 日米自動車摩擦すなわち日本メーカー
への米政府による進出要請の前から準備し , 



























ようだ｡ このトヨタの米進出, GM との提携の
経緯については佐藤 ［1993］ という, まことに
立ち入った書物があり, それに譲る｡ わたくし
は1991－2年スタンフォード大学のビジネスス
クールの教員をつとめ講義を担当, その際, そ 
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表 5 － 2 アメリカへの日本自動車企業の進出 
  株の持ち分 (％)  従業員数 (人) 派遣社員数 (人) 
トヨタ           
NUMMI           
2010 50％ GM 50％  4,519  ？ 
2000 50％ GM 50％  4,937  ？ 1984年操業 
1990 50％ GM 50％  2,645  34 
Kentucky        
2010 100％   7,365  ？ 
2000 100   7,857  ？ 1988年操業 
1990 100   1,792  76 
Indiana        
2010 100   4,327  ？ 1999年操業 2000 100   1,300   
Texas        
2006年操業 2010 100   1,858  ？ 
West Virginia        
1993年操業 2010 100   1,098  ？ 
Bodine Alminum        
1990年買収 2010 100   1,000  ？ 
日産        
2010 100   10,136－＊ ？ 
2000 100   5,791  ？ 1983年操業 
1990 100   3,200  ？ 
ホンダ        
Honda of America Mfg       
2010 100   12,136－＊ ？ 
2000 100   ？   1979年操業 (含む 2 輪車) 1990 100   5,657  ？ 
Alabama        
2001年操業 2010 100   4,513  ？ 
Honda Transmission       
1981年設立 2010 100   1,099  ？ 
三菱        
2000 97％   3,200  47 1988年設立 1990 50％ クライスラー 50％  1,707  50 
マツダ        
2010 50％ フォード 50％  3,128  27 
2000 同上  3,125  4 1988年操業 
1990 ？      
スズキ        
2010 33.7％ あと現地  1,630  ？ 1988年操業 
雪上車など 2000 29.5％ 現地 70％  1,608  0 
いすず ― 富士重工       
1989年操業 2000 富士 51％ いすず 49％  3,114  60 
出所： 東洋経済 ｢海外進出企業総覧｣ 各年 
注： 1) 米は各社の事業所数が多いので, タイと異なり, 1,000人未満規模のものは記載しなかっ
た｡ たとえばトヨタの West Virginia は2000年時点では存在していたが, 300人規模であった
ので省いた｡ 
2) 日産の2010年の数値は北米統括会社のもので, そこに製造部門も含まれている｡ 製造部
門だけをとれば, はるかに少なくなろう｡ それでマイナス符号をつけた｡ なお, 2000, 1990
年の数値は製造企業のみの数値である｡ 
3) ホンダの数値はすべて 2 輪車もふくんでいる｡ 他社はすべて 4 輪車製造であり, 過大評価
となるのでマイナス符号をつけている｡ 
4) その他, 不詳の点が多々のこる｡ 
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の地の図書館でその当時の Wall Street Journal, 





トヨタが GM と NUMMI New United Motor 
Manufacturing Inc.という会社を立ち上げ, 1984
年操業をはじめたことは周知であろう｡ サンフ



















弟, 一高東大卒, トヨタの NUMMI にたいする力









てみよう｡ 表 5 － 3 である｡ もちろん人数の記
載がない事例もあり, またホンダのように 2 輪
車を含んだ数値もある｡ ごく大まかな数値とい
うほかない｡ 
表 5 － 3 雇用からみた各社の比重 
(％) 
 1990 2000 2010 
トヨタ 29.6 31.2 41.8 
日産 21.3 13.1 21.0 
ホンダ 37.7 30.1 27.4 
三菱 11.4 7.2  
マツダ  7.1 6.5 
スズキ  3.6 3.4 
富士 ― いすず  7.0  
計 100 100 100 
注： まことに大まかな概算にすぎない｡ たとえ
ばホンダの数値はやや過大であろう｡ ふたつ












1989年では, ホンダがもっとも多い｡ ただし, 
それは 2 輪車を含んだ数値であり, 他社との差
は大きく縮小しよう｡ トヨタはすでに日産をぬ
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派遣者の割合である｡ これまでの日本での議論で







































日本人派遣者の割合については, つぎの表 5 － 







トヨタは NUMMI のみをとりあげた｡ というの
は, 当時ケンタッキー工場は立ち上げ当初にあり, 
その時期はどこも当然に日本人派遣者が多いか
らである｡ 平常の状況を見るには NUMMI にかぎ
った方がよいだろう｡ その割合は1.3％, 他方, ホ
ンダは異様に多い｡ じつに 7 ％におよぶ｡ 
 
表 5 － 4 日本人派遣者の割合 







トヨタ NUMMI のみ 2,645 34 1.3 
日産 1,707 23 0.8 
ホンダ 5,657 400 7.1 
三菱 1,707 52 3.0 
出所： 日本人派遣者数は, トヨタ以外は小宮 
［1990］ pp.173－4, トヨタは東洋経済 ｢海
外進出企業総覧｣｡ 従業員数は ｢海外進出
企業総覧｣ 1990年版｡ 
注： 1) 本文に記したように, 日本人派遣者数の
記載が ｢海外進出企業総覧｣ ではよくない
ので, 1989, 90年時点での各社の数値を記載















うえの危惧が杞憂でないことは, さきの表 5 
－ 3 の推移がしめすのではないだろうか｡ トヨ
タのシェアは着実にあがり, 日産はよこばい, 











































第三,  4 輪車の製造の, やや本格的な生産拠
点に絞りたい｡ すなわち, この資料記載のすべ
ての企業, 事業所をあげたのではない｡ 1,000





































タ, 日産, ホンダ, スズキ, 三菱自動車, マツ
ダをあげた｡ 表 5 － 5 である｡ 
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表 5 － 5 日本自動車メーカーの海外企業 ― 地域別雇用人数と株の持ち分, 2009年 
地域 トヨタ 日産 ホンダ スズキ 三菱 マツダ  
中国             
雇用者数 19,038 83,570 8,300 5,900 2,388  
株の持ち分 abbbb bb bbb cc b  
アジア (除中国)       
雇用者数 22,959 1,339 13,577＋ 10,874 2,988 2,844 
 ＋12,750      
国数 6 1 4 3 1 1 
株の持ち分 aaaaaaaa a caaaa aa a b 
欧州       
雇用者数 19,635 9,610 4,924＋ 3,587 1,488  
国数 4 2 2 1 1  
株の持ち分 aaaab aa aa a a  
北米       
雇用者数 26,133 10,631－ 22,812 3,700 2,301  
国数 2 1 2 2 1  
株の持ち分 aaaaaab a aaaa bc a  
中南米       
雇用者数 3,234 7,949 2,946    
 ＋5,234      
国数 3 1 1    
株の持ち分 a？？ a a    
アフリカ       
雇用者数 9,750 1,890     
国数 1 1     
株の持ち分 a a     
豪亜       
雇用者数 4,776      
国数 1      
株の持ち分 a      
計       
雇用者数 105,585 114,989 52,509＋ 24,061 9,165 5,969 
 ＋ 17,984      
 ＝123,569      
(％) 37.4 34.8 15.9 7.3 2.8 1.8 
国数 20 8 12 5 4 2 
株の持ち分       
ａの割合 21／27 7／9 10／15 3／7 3／4 0／2 
出所： 東洋経済 ｢海外進出企業総覧 会社別編｣ 2010年, より算出 
注： 1) 従業員数1,000人以上規模で, かつ 4 輪車製造にかぎった｡ ただし, エンジン製造など重
要な部品製造も1,000人以上規模なら算入した｡ 
2) 従業員数が空欄の事例もある｡ とくにホンダに多い｡ それゆえホンダの数値は過小にで
ている｡ ただし, 従業員数が空欄でも確実に1,000人以上とおもわれるところは, 人数には
算入できなくとも, 進出国の数や株の持ち分では記入した｡ 
3) 国の数とは, その地域で1,000人以上規模の事業所がある進出国をいう｡ 
4) 株の持ち分は, ａ. 過半, ｂ. 50％, ｃ. 少数であらわした｡ 持ち分は 1 国内でも事例によ





けたのは, 本文に記したように, 過小の可能性が高いことをしめした｡ 











におもわれよう｡ トヨタは 6 社計の海外雇用の
37％, 対する日産は35％と微差におもわれよう 
(もちろんこの表の制約条件つきの数値である)｡ 











ましい｡ そこでも 8 か国と, ホンダの 6 か国, 
スズキの 2 か国, 日産の 2 か国をこえている｡ 
今後のびゆく地域に早くからでている｡ 
第三, おなじことが欧州, オーストラリアに
もいえる｡ 欧州ではトヨタは 4 か国, 他方, 日










































その働きを解明するには, さきの第 4 章の 2 ,  
3 節で展開した  ｢生産の工夫｣ , とりわけ
on-line 活動, すなわち ｢問題｣ と ｢変化｣ への
職場の対応をみるほかあるまい｡ 上, 中, 下の 





ただし, 多くはややみじかい 1 回かぎりの聞き
とりで書いてないし, また公刊できるほどの内
容ではない｡ いまやタイトヨタの中心乗用車工
場, Gateway へも1998年, 一日ながら午後を通
してたずねた｡ しかし, 残念ながらそのノート
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はあまり使えない｡ というのは Gateway 工場が



























貴重な調査がある｡ 中島 ［2007］ である｡ ほか
にも仕事意識についての調査はあるけれど (バ







し, 車体については小池 ［2008］ を参照された
い｡ 










造技術者については, 日をあらためて 2 回, そ
れぞれ計 3 時間ほど聞いている｡  1 回目の話で
わからないこと, あるいは聞きもらしたことを,  
2 回目で確かめることができる｡ パイロットチ












イ滞在も聞きとり時ほぼ 4 年に近かった｡ タイ
についての知見も充分であった｡ この人の話を






の表向きの方針は, 日本国内でも ｢止めて, 呼



















































り, そこから 2 年後かなりが昇格する｡ なお保
全は最初から正社員であり, やや高学歴である｡ 
この方式は日本の九州トヨタの主要関連会社も
実行している (村松調査, 中部産業政策研究会 
［2003］ 参照)｡ 
誤品, 欠品, 簡単な組み付け不良などやさし











規でも 2 ,  3 年も経験している人は 2 ,  3 の持ち
場をこなせる, というのである｡ そしてタイト
















要が 2 割減少したとき, そのままの生産量を造
りつづけては, 在庫は急増する｡ そこで, でき
たら 2 割減産したい｡ それには一台あたりの製




まず人数も 2 割減らしたい｡ そうでないとコス
トが高くなりすぎる｡ できたら, いままでひと
つの職場で20人でこなした作業を 4 人減らして














































とまらない, すこしずれる, などである｡ その
ときリセットする｡ つまりまず装置をいったん
止めてもとの位置にもどし, 再度起動してみる｡ 





ームリーダーTL やグループリーダーGL をよぶ｡ 



























たちが, 生産ラインをはなれ,  1 年なり半年と
いうかなりの期間, ｢パイロットチーム｣ に入
る｡ そして, そのプロジェクトがおわれば, 生
産ライン職場に戻る｡ そうすれば生産ライン職
























の職場の中堅層の日本 ｢研修｣ と ｢出張｣ を観
察したい｡ まずは GL 職長, TL 班長層の,  3 ,  4 








えば Off-JT, つまり教室や訓練センターでの 








本 ｢研修｣ を, 多少とも具体的に説明したい｡ 
その点は小池 ［2008］ にはわずか 5 行しか書い
ていない｡ もとのフィールドノートにより追加
して描く｡ 
2004年時点での日本 ｢研修｣ の内容は 3 つの


































さしあたりは前掲小池 ［2008］ 第 5 ,  6 章をど
うか参照していただきたい｡ 
そのように描くと, まるで労働組合不在の分
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野で経営がわがもの顔で自己の方式をおしつけ












ずかであり, 文献上もとぼしい｡ 他方, NUMMI
については文献もすくなからずあるのみならず 




かった｡ もったいない｡ それをもとに, もちろ
ん他の文献もあわせ (たとえば楠兼敬 ［2004］ 





















なお, わたくしは1991,  2 年米のスタンフォ
ード大学ビジネススクールでサラリーを受け講
義を担当する教員であった｡ そのとき学年休み
に対岸の NUMMI を20回ほど尋ねた｡ 帰国後, 
NUMMI で調査した職場とほぼ同種の職場を, 
その母工場, 高岡工場などでたずねた｡ その際, 
もと NUMMI 発足時の人事労働分野の中心人物
に,  1 時間半ほど話を聞く機会をもつことがで
きたのである｡ Ａ氏である｡ 氏は NUMMI 発足
前の1982年から, NUMMI のフル稼働の1986年ま
で NUMMI の人事労働を担当していた｡ 
UAW との交渉 
NUMMI はいうまでもなく GM とトヨタの50














をうけいれてきた｡ ほぼ全工場が UAW によっ
て組織されていた｡ 閉鎖されたフリーモント工
場も当然に UAW の組合があった｡ Local2244で
ある｡ そして GM は UAW との関係をこわさな











別の協約の 2 本立てである｡ アメリカ用語でい
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えば, 大手企業の場合前者をnational agreement, 
後者を local agreement とよぶ｡ 中小規模で事業




local agreement なのである｡ そして NUMMI の
ばあい,  1 企業 1 事業所だから local agreementと
なる｡ 
協約締結の表向きの当事者は, 組合側はまず
ふつう産業別組合と事業所別組合 local union の
両者となる｡ NUMMI でいえば, UAW とその
Local2244である｡ 後者は NUMMI の従業員の労




























に採用するか, どうかであった｡ UAW はまえ








のだ｡ UAW はそれをつよく主張した｡ 継承す
れば当然にもと組合員の採用が重視される｡ 他

























Single job classification 
ほかに目立つ NUMMI の特徴, とくにトヨタ
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までおりて観察した調査, 小池 ［1977］ がある｡ 














ったろうか｡ 一番うえには手直工や reliefmen, 
つまり職場内のどの職務でも欠勤者の代わりが
できるひと (utility men ともいう) などであっ
た｡ 職務ごとに基本賃金がきまっており, もち
ろん定期昇給も査定もないことをご承知いただ







それ以外の 2 本にしてしまった｡ 保全以外の生
産労働者の基本賃金率 ( 1 時間あたり) を, 職
種はもとより職務も通じてまったく一本にして
しまったのである｡ もうすこしこまかくいうと, 
最初 2 年ほどはその基本賃金より 2 割ていど低
い賃金から出発する｡ そして半年ごとに, 全員
が確実にすこしずつ同じ額だけ昇給し,  2 年後
には規定された基本賃金率に達する｡ 以後, 賃
上げ以外は賃金の上昇はない｡  5 － 7 人にひと






く｡ その点は第 4 章で説明した｡ 













金制度は NUMMI のおわりまでつづいている｡ 
唯一の変化は, 最初 2 年間やや賃金が下という


































































料から確認される  (社内資料 , また願興寺 





記しておく｡ 組合の専従者は当時 4 人, おそら
くそのころの組合員数は 4 千たらずとおもわれ, 
日本の現状に近いか｡ その労使関係の実際につ
いて立ち入った資料はみられない｡ 




ことを記しておく｡ 組合には NUMMI とはちが
い, ホワイトカラーも入っている｡ 係長の下ま





それで専従者は 7 名, うちわけは技術者が 2 












労働者の, 仕事意識, 会社の見方については, 
貴重な調査があり, それによって労使関係の実
状を推測できるかもしれない｡ 





貴重な調査がある｡ 中島 ［2007］ (初出は1999
年の修士論文) である｡ とはいえ間接的な関連



































である｡ ところがこの中島 ［2007］ の質問は, む
しろ OJT 実務経験重視を鮮明にしている｡ 
すなわち, その質問文はつぎのふたつの対立
する意見をしめし, そのどれを選ぶかを聞くの
である｡ ｢Ａ. “仕事の質” を高めるために, み
ずから積極的に技能や経験の幅を広げる努力を
すべきだ｣ ｢Ｂ. 仕事は会社が決めるのだから, 
それに必要な教育は会社の責任で実施すべき
だ｣ のふたつである｡ 答えの選択肢はつぎの 5 
つである｡  1. ｢Ａに近い｣  2. ｢どちらかといえ
ばＡに近い｣  2. ｢どちらともいえない｣  4. ｢ど






工夫｣ につき聞き, 答えは 4 段階の選択肢であ
った｡ すなわち 1. ｢そうおもう｣  2. ｢ややそう
おもう｣  4. ｢あまりそうはおもわない｣  5. ｢そ
うはおもわない｣ である｡ 表 5 － 6 は両者を対
比した｡ 
 
表 5 － 6 技能向上意欲 
仕事向上意欲 タイ 日本 
1   高 40.4 11.8 
2 27.7 47.5 
3 20.2 － 
4 5.3 34.8 
5   低 6.4 5.4 




した答えである｡ 日本は 6 割が積極型, タイは 
7 割, 他方消極型はタイではわずか12％, 対す





場内で正規労働者はすくなくとも 3 職務, チー
ムリーダーTL は自分のチーム内の職務すべて,  
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思えば, 会社の発展のために生産の工夫もしよ




中島 ［2007］ 調査は ｢会社の発展と自分の将
来の関係｣ を直截に聞く｡ 例によって対立する
ふたつの意見をならべ, どちらを支持するかを








日本の数値がないけれど, じつに 9 割を超える
タイ人生産労働者が, 会社の発展は自分のプラ
スと考えているのは, まことに壮観である｡ 
表 5 － 7 会社の発展と自分の将来 
 タイの生産労働者 
(％) 
1. Ａに近い 69.7 
2. どちらかといえばＡに近い 21.3 
3. どちらともいえない 6.4 
4. どちらかといえばＢに近い 1.1 
5. Ｂに近い 1.6 




であって, 選択肢はつぎの 4 つである｡  1. ｢会
社の発展のために自分の最善をつくしたい｣  2. 
｢会社が報いてくれる程度に尽くしたい｣  3. 
｢会社にたいしてこれといった感じはもってい
ない｣  4. ｢会社ついてはまったく関心がない｣ 
以上である｡ さいわい日本側にもこれに対応す
る数値がある｡ 表 5 － 8 がそれである｡ 
 
 表 5 － 8 現在の会社にたいする見方 (％) 
  タイ 日本 
1. 会社の発展のために自分の最善を尽くしたい 77.7 18.3 
2. 会社が報いてくれる程度に尽くしたい 11.2 46.4 
3. これといった感じはもっていない 8.5 31.7 
4. 会社についてはまったく関心がない 2.1 2.4 





イはじつに78％と圧倒的である｡ 他方, 日本は 
｢会社が報いるていどに｣ と構えている｡ とは
いえ, 日本も会社をつめたく見る人は 3 分の 1 
で, 多数はまあまあよく見ている｡ 
このタイ生産労働者の考え方がタイ独自の 









働きは , なにもタイにとどまらない｡  小池 
［2008］ は米と英の生産職場もていねいに観察
した｡ そしてタイほどではないが, タイに似た


























認められるか, それを吟味したい｡ 資料は小池, 








































最後にそれをとりだす作業がある｡  2 台の機械
があったが, 薄手用と厚手用にわかれ, 一時に
は 1 台しか運転していない｡ そこに 8 人の生産
労働者が配置されている｡ ふだんの作業は一見




































者, 保全など, 学歴や訓練歴の高い人ではない｡ 
職場の生産労働者であった｡ といっても 8 名の


















 1) もっともくわしいのはトヨタの社史, 20年史所










  また, 20年史本文には当時の輸出台数が記され
ている (p.158)｡ それによれば, 輸出先はおもに







生産台数は, ほぼ上記の中国への ｢輸出｣ 台数と
なろう｡ 完成車の輸出はごく少なかったからであ
る｡ 
 2) トヨタ自販タイ支店の開設年次については , 
1956年とする資料もあれば, 57年とする資料もあ
る｡ 




れた｡ ラオス, カンボジア語は, かれによれば, 
ほとんどタイの方言だというのである｡ 
 4) タイに焦点をすえるのは, いささか個人的な理
由もある｡ タイはわたくしの積年のフィールドで, 
他の土地よりも大分知っている, という感慨があ
る｡ 他でも記したが (小池 ［2008］ pp.210－211), 
わたくしは1984年タイの国立開発大学 NIDANational 
























 6) 1980年代半ば, わたくしはバンコックの国立開
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 7) やや時代が下がるが, 2003－2005年ごろ, おな
じトヨタの海外企業の職場を, 米英タイで比較し
















































































































































ａ. 直接投資からの所得 Direct investment income
の項がある｡ それはつぎの 3 つの小項目の計と










いえば, 西欧, 米のうち人口 6 千万以上の国を
考えている｡ 具体的には米, 英, 独, 仏, 伊で
ある｡  6 千万以上であれば, 自動車産業も自前
でもち, 一通りの産業をそろえている｡ これに
たいし, 所得が高くても人口 1 千万前後であれ
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くめて 6 か国となった｡ ところがその 6 か国の
なかで, 仏と伊の記入が一段とおちるのである｡ 
その結果, 日本と比較するとき, 米, 英, 独の
組と, 仏, 伊の組は別の図にするほかない｡ 
比較結果 





る｡ 後半, 米がおいつき, 追いこす｡ さすが世
界を制覇する米とうなずかれる｡ それにくらべ




図 6 － 1 海外直接投資の収益率の国際比較, その 1  日英米独 
―ａ. 海外直接投資からの所得／ｂ. 海外直接投資残高 
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図 6 － 2 海外直接投資の収益率の国際比較 その 2  日仏伊 
―ａ1 配当など＋ａ2 再投資など／海外直接投資残高 
 
出所： 図 6 － 1 とおなじ 
 
そうじて, なるほど日本は英米よりは低いけれ

























合として表にしめした｡ 表 6 － 1 である｡ 
これでみると, なるほど日本の海外直接投資
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 表 6 － 1 海外直接投資の大きさ ― 海外直接投資残高／GDP (％) 
年次 日本 米 英 独 仏 伊 
1980 1.9 7.7 14.5 4.0 － 1.6 
1985 2.4 9.2 21.6 6.9 － 3.9 
1990 6.0 12.7 23.5 8.6 9.2 5.6 
1995 4.5 18.4 27.8 10.8 23.9 10.0 
2000 6.0 15.6 62.0 24.5 71.0 16.4 
2001 7.3 16.7 61.1 29.1 67.2 10.3 
2002 7.6 17.8 63.9 29.9 61.5 16.0 
2003 7.9 18.7 69.5 29.7 52.8 15.8 
2004 8.1 21.4 59.2 29.6 56.2 16.3 
2005 8.5 21.3 55.5 29.8 57.5 16.5 
2006 10.3 22.4 59.6 34.7 71.5 20.3 
2007 12.4 25.3 64.1 39.3 69.5 19.7 
2008 13.9 26.1 56.9 34.4 44.8 19.9 
2009 14.7 28.8 76.7 40.5 63.3 23.0 
2010 15.2 30.2 75.3 42.6 69.5 23.2 
出所： 海外直接投資残高は IMF, Balance of Payments Statistics Yearbook, GDP は IMF, International 
Financial Statistics 
注： 1) 海外直接投資関連の数値は, 公表されてものちの版によってすくなからず改訂される｡ 
ここではなるべく後年の版にもとづいた｡ 
2) US の数値には旧シリーズと新シリーズがあり, かなり食い違う｡ ここでは2000年以降新
シリーズをとった｡ 
3) 仏の数値は2003年以降すくなからず異なる｡ そのおもな理由は, 海外直接投資残高の数







しており, ここでくりかえさない｡ ただし, 伊
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ごくふつうの経済学, 経営学の考え方をとれ
ば, 国際競争力に貢献する要素は, ａ. すぐれ
たリーダー, すなわち戦略の構想, 設定など, 



































なしに, 日本の方式はなにか ｢日本文化｣ 特有
のもので, 他国にはとうてい通用しない, と主
張してきた｡ だが, 1980年代後半の調査 (小池, 
猪木 ［1987］), とりわけ2005年前後の調査 (小




















































ち on-line の活動である｡ 
他方, ふつうの議論はもっとも肝要な問題と
変化そのものをみない｡ したがって, それへの
対応, on-line の工夫活動を一切みようとしない｡ 
on-line の作業は組立ならばわずか60秒サイク
ルのくりかえし作業に終始する, とみる｡ あと
の工夫は off-line 活動, 就業時間後の活動, 提案












ある｡ 上手下手の差は, あるいは off-line の提
案や QC 活動にでるかもしれない｡ それには賞
金という報酬を用意すればよい｡ 
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